
　株式会社ジョインは、1991年（平成3年）に東京都町田市に本社のあるLPガス製
造・販売会社町田ガスの子会社として配送業務からスタート。その後、小売り部門
を持ち、ガスの供給を担うようになった。現在はガス事業に加え、介護事業も展開。
地域に根差したサービスを提供している。
　同社のガス部門は、8名（男性4名、女性4名）で構成。厚木市内から自然豊かな県
西地域（小田原・箱根方面など）を担っている。

株式会社ジョイン

　LPWA導入のきっかけは、メーカー担当者の「ガス業界の未来を考えて」という言
葉だった。しかし、社内では導入に対して「費用対効果が見込めるのか」といった声
もあった。LPWAを導入することで、保安認定事業者の要件を満たし、若い社員の大
きな負担となっていた、各地営業所での当番体制を一部に集約できる見込みが
立った。「保安は重要な業務であり、人
材確保が難しい中、社員の負担を減ら
すことの理解を得られたのが決め手と
なった」と松本 和博氏（ガス事業部部
長）は話す。

「コストの壁」を打ち破った、保安体制強化という決断
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左から熊坂氏（東洋計器）、松本氏
（ガス事業部部長）、鯨井氏（所長）



　同社では、以前にも補助金を利用したLPWAの導入を行い、申請はメーカーがサ
ポート。実行体制は、メーカーとの打ち合わせや進捗管理、顧客向け案内作成など
を担う4名で構成。しかし、導入初期には大きな苦労があったという。設置開始時期
が、同社の基幹システムの入れ替えと重なり、社内
で一時的な混乱が生じたこと。また、「同時期に“闇
バイト”や訪問詐欺などのニュースの影響で、顧客
が訪問業者を不審に思うケースがあり、普段から
接点のある社員が自ら取り付けるなど対応に苦労
した」と鯨井 智之氏（同社営業所所長）。

メーカーと二人三脚で

　導入後のメリットは顕著に表れた。ガスの開閉栓が遠隔でできるため、遠方への
出動が減り、高速代や人件費などが削減。また、ガスを大量消費する飲食店などの残
量警報が自動で通知され、現場で確認していたガス切れに対する精神的な負担も大
幅に軽減された。
　さらに、夏場などに大きな負担を強いていた検針員は、検針作業がなくなり、営業
活動に注力できるようになった。これまで、顧客接点のひとつだったポスティング
も、Webコンテンツの配信に移行しつつある。顧客が「必ずしも作業者に会いたいと
は限らない」というニーズを捉え、Web請求（6割弱が利用）やインターネットコン
テンツを通じて、必要な情報を好きな時にどこでも確認できる環境を提供、そして
「会いたい」という顧客にはしっかりアプローチすることが重要だと鯨井氏は話す。

働き方と顧客接点の変化

　LPWA導入は初期費用がかかるため、「10～20年後を見据えた視点が必要だ」と松
本氏は話す。LPWAは、単なる機器導入ではなく、補助金を活用した社業の未来を担
保する戦略的投資として、LPガス業界の持続可能性を高めるモデルケースとなっ
ている。

ガス業界の未来を見据えて

顧客向けLPWA設置工事のための案内チラシ



LPWA通信システムの実態調査票（事前調査）



LPWA通信システム導入までのスケジュール


